熊本市監査委員に関する改善提言

一般財団法人　創造くまもと
熊本市の監査制度に関し、過去の住民監査請求等における監査委員の対応について内容を精査した。このとき、対応及び勧告内容について適正な監査がなされたのかという点について疑問を持ち、監査委員に関する法令及び基準等に照らし調査したところ、およそ適正とは言いがたい点が散見された。

この監査委員の制度については、現在全国的に監査制度自体の形骸化と監査委員の専門性及び財政運営の3E(経済性・効率性・有効性)の観点が理解されているかなどを課題として、第29次地方制度調査会において議論が開始され、シンクタンクより制度改善のための提言が出されたほか、学識者からも各種提言がされて改正に向けた動きがある状況にある。

この状況及び調査結果に基づき、市監査委員の制度が、透明性が確保された中に制度本来の趣旨による活動を行い、市行政と市民との協働に寄与できる信頼関係の構築によるソーシャルキャピタルを蓄積できるよう、国の制度改正を待たずとも、現行制度の中で対応が可能であり、改善すべきと考えられる課題について次のとおり提言するものである。

改善すべき課題

○　監査委員も市の機関としての自覚を持ち、自ら説明責任を果たすようにすること。

○　監査委員が監査を実施するに当たっては、常に疑義を持って行うほか、行政活動の経済性・効率性・有効性という観点を条例などで明確にすること。

○　監査委員が意見を判断するに当たっては、法令・条例・既定の基準によることを原則とし、それらに該当しない場合は条理を持って行うことを条例などで明確にすること。

○　監査委員の会議においては後日の説明のため、詳細な議事録を作成保存すること。

○　監査結果に後日錯誤等が発覚した場合の訂正制度を構築すること。

○　監査委員の選任に当たっては、原則選任しないとされている職員OB及び保有資格による表見的な専門家ではなく、真に監査を実行できる専門性を有する者を選任すること。

〇　市長が任命した監査委員が監査を行うことは性善説の立場から否定されるものではないが、より透明性を確保するために、市長が選任した委員は市議会を監査し、市を監査する委員は市議会が選任するなど、議会の役割に視点を置いた第三者性を確保することを条例で定めること。
課題の提言基礎となった調査結果要約(参考)

○　監査委員の勧告等判断理由の中に「総合的に判断して」という不明瞭な表現があり、何の法令や基準等をもってその判断となったかということが示されていない。これでは監査の判断基準として現在示されている法令・条例・基準・条理により適正に判断されたのか否か判別が付かない。

○　過去の勧告に関する監査意見決定の合議に関し、会議録自体は存在するが、意見決定の経過及び結果について一切の記載がない。さらに措置請求の内容や判断理由に関した案文の記載もなく、「適当に作成した」としか見受けられない。これは到底市民との信頼関係が構築できる記録とはいえない。

○　監査結果に対して照会文が提出されている事例があるが、無視されたものもあり、さらには「回答しない」という回答があった。また監査中の事情聴取においても、照会については「誰に対しても回答しない」という監査委員の発言があり、これは市民との信頼関係の構築を図りながら協働の関係を構築する活動に逆行するものである。 

○　住民監査請求に際し、同義のものがその前年年も行われているが、その監査結果の中で指摘していた事項がすでに監査が実施された年度の決算に含まれていた。しかし当該決算監査においては特段の監査意見が付されなかったものであるにもかかわらず、翌年度には不当な支出として勧告がなされている。これは当然不当な支出がないかという疑義を持って監査を行うという基準に反しているばかりか、決算監査が詳細に亙って行われていないことを証明するものであり、監査委員の能力の欠如が指摘されざるを得ないものである。

○　住民監査請求における事情聴取に際し、監査委員より「住民がどう考えるかを考えて判断する」という発言があっている。これは先述の監査の判断基準に反したことを証明するものである。また、行政運営に住民目線に配慮するということは大切なことと認識するが、ここでいう住民とは、その全体からの比率が示されず、さらにどう考えるかという質的な把握ができているものではないことを考えると、単に個人の感覚ということを指摘せざるを得ず、公的な監査による影響に鑑みるとき、その危険性を感じざるを得ないとともに、専門性の欠如を証明するものである。

○　政務調査費における監査請求に関し、議会が外部知見の活用として南九州税理士会という専門家に使途調査をお願いしており、その中で「基準に反したものはない」旨の報告が行われている。専門性が高いと考えられる者が基準を元に判断したものを覆されることは、監査委員の専門性の欠如を指摘せざるを得ない。またこのことは先述の判断基準の不明確さを示しているものと考えられる。

○　照会に回答しなかった理由に関し監査委員より「裁判所だって答えない」という発言があっており、国権に定められた司法機関と監査委員を混同していると考えられる。これは地方自治法ならびに関連基準の理解不足によるものであり、監査委員制度の根本に係わる専門性の欠如を指摘せざるを得ない。行政の透明化と説明責任を図るという監査委員制度の再確認をしなければならない。

○　監査委員の勧告に関し、その理由の照会文への回答において、「異例であるが文書により返事」という旨の記載があった。この回答を異例と位置づけられた理由が不明確であるが、市の機関であるならば、総ての文書に通例として回答すべきである。これには監査委員特権的意識が垣間見え、市の機関としては不適当な意識ということを指摘せざるを得ない。

○　監査委員の勧告において複数年同一案件の監査が行われているが、そこで示された理由の中、明確な提出資料の見落としがある事が判明した。これに関しては監査が受理した資料の記録すらなく、監査の不誠実な行動を証明するものであるが、繰り返しの監査時にもその見落としを訂正せず、その点が不明瞭な判断理由となっていると思慮される。あってはならないことだが、何らかの事情で監査委員の判断に錯誤があった場合、速やかに訂正されなければならないが、現在はそのための制度がないことがこういう事態を招く一因ではないかと考えられるため、訂正制度の構築が必要である。

